
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）繰入金

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

減少減少

69.4

（H23）

未達成

737 2,360

がん治療に必要な施設設備を整備するための補助

（補助率1/3、国庫1/3）

1,919 1,919 7,415

10,000 0

326 326 326

合計 127,086 123,649 132,582

0 0 10,000

○がん診療連携拠点病院の医療の質の向上（現地調査の実施：２拠点病院）

○がん診療連携拠点病院等の相談機能を強化（がん患者に対する社会的相談支援の拡充）

○緩和ケア研修会の開催：県内９ヵ所、約100名の受講を予定

○がん対策推進協議会の開催：２回（がん対策推進計画の進捗管理、がん対策の総合的な検討）

○がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）の減少：60.6（H29）

○がん患者が居住地域にかかわらず等しく適切な医療が受けられる体制の整備

○がん患者の意向を尊重したがん医療の提供

○がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）：67.3（H22）

○がん診療連携拠点病院の整備数：６医療圏、８病院（H23）

○全ての医師を対象とした緩和ケア研修会の開催（H20～H23で636名が受講）

○がん患者・家族、医療関係者、行政関係者等から構成するがん対策推進協議会の開催：５回（H23）

成果目標の達成状況

項目

がん年齢調整死亡率

事業番号 04 07 04 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）
担

当

課

部局 健康福祉部

5　疾病対策の推進 実施期間 H24 ～

課・室 健康長寿課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  ４-2-1　健康づくり・医療充実プロジェクト E-mail kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－１ 健康で長生きできる地域づくり

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 がん対策基本法、長野県がん対策推進計画

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

在宅がん緩和ケア地域連携事業 補助金

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

がん診療連携拠点病院整備事業 補助金

がん診療連携拠点病院へ運営費を補助

（相談支援、院内がん登録、研修などに要する経費）

112,481 110,667 112,481

がん相談支援センター設置事業 補助金 がん相談支援センター設置のための運営費等を補助 10,000

がん診療連携拠点病院と連携し、地域連携パスの整備

を進めるとともに、診療所医師等に対し、在宅がん緩和

ケアに関する知識と技術の研修会を開催

2,360

がん診療施設設備整備事業 補助金

124,139 127,086 132,582

合計（A) 127,983

がん対策推進協議会の設置 補助金

本県のがん対策を総合的に議論する場を設置し、がん

対策推進計画の進捗管理を行う。（委員：１８人（医療

関係者、学識経験者、がん患者会、経済労働団体

等）。年２回開催）

132,582

67.3%

（H22）

がん相談連携病院設置運営事業 補助金

予

算

額

前年度繰越

当初予算 127,983

補正予算

124,139 127,086

Aの

財源

56,512 56,666 59,516 64,758

4,500 2,500 3,680 3,680

66,971 64,973 63,890 64,144

概　算

人件費

0.70 0.90 1.00 1.00

5,781

127,983 124,139 123,649

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

長野県総合５か年計画、信州保健医療総合計画に則り、総合的ながん対策を推進していく。

目標に対

する成果

の状況

　長野県におけるがん年齢調整死亡率は、H23では2.1ポイント上昇となってしまったが、全国で最も低い状況にあり、全体的な傾向として

は減少している。

 概算事業費（B（A）+C） 133,764 131,571 131,907 8,258

7,432 8,258 8,258
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区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度


